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要　旨

将来起こりうる巨大災害に備えて、非常時におけるクライシス・コミュニケーショ

ンの内容と構造を明確化することはリスクマネジメントにおいて重要な課題で

ある。東日本大震災では、クライシス・コミュニケーションに関する一つの情報共

有手段として、ミクロ・ブログが広く活用された。本研究では、コーパスを用い

た不安計量手法を開発すると共に、政府と国民のリスクに対する評価、そしてそ

の評価と不安との関係を考察することを目的とする。そのため、まず、災害時の

コミュニケーション・ディバイド問題とそれに伴う不安の概念を整理すると共に、

コーパスを用いた不安計量の意義について議論する。そして、クライシス・コミュ

ニケーションの内容と構造を明確にすると共に、クライシス・コミュニケーション・

コーパスとして東日本大震災時のミクロ・ブログと政府発表情報を用いてあるリ

スクに対する評価の極性を判断することで不安計量を試みる。本手法は、コー

パス言語学に基づき、自然言語処理、テキスト・マイニング技術を適用すること

によって再現可能性と客観性を確保する長点がある。最後に、リスク・マネジメ

ントにおいて本手法の適用意義と有効性について論じる。
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第1章 序論

1.1 本研究の背景

将来起こりうる巨大災害に備えて、非常時におけるクライシス・コミュニケー

ションの内容と構造を明確化することはリスク・マネジメントにおいて重要な課

題である。災害時においては、被災者や非被災者の住民はもちろん政府や企業な

ど多様な立場に置かれた人々による情報共有、すなわちクライシス・コミュニケー

ションが行われる。どのようなリスクが生じているか、それにどう対応すべきな

のか等、リスクに対応するためのマネジメントについて意見交換をする。近年

のモバイル通信技術やソーシャル・メディアの急速な進歩により、いつでも・どこ

でも・だれとも手軽に携帯電子機器を用いてコミュニケーションができるように

なった。すなわち、地域内だけでなく全世界へと広い範囲のコミュニケーションが

可能となったと言える。これは、巨大災害によって断絶しがちな実世界の人的ネッ

トワークを補強し、様々なレベルでの災害救援・復興協力を強化するものとして

注目を浴びている。

３月１１日の東日本大震災では、携帯電話やインターネットなどを通じた情報

交換が大きな役割を果たした。これらの媒体はこれまでの災害とは異なる形態

のクライシス・コミュニケーションを導いたと言える。具体的には、災害直後の支

援物資の調達、緊急患者存否確認、非難出来ず孤立した人たちの位置情報など

が瞬時にモバイル通信機器やソーシャル・メディアを通じて世界に広がった。災害

地にいる人が自分の状況をインターネット上に発信し、それを見た非災害地にい

る人が伝達し、このような過程が繰り返され、災害地の内側と外側の間にネット

ワークができたのである。一方、テレビ・新聞・ブログなどソーシャル・メディアの

多様化により、ある災害に関する様々なリスク評価情報が瞬時に生産され大量に

流れるようになった。しかし、中には、嘘やデマなどの情報が含まれることも多

く、適切なコミュニケーションが行われているとは言い難い。信頼性の低い情報で

あっても、それが自分の身に危険をもたらす可能性があると判断した場合は、人

は不安に陥りやすく、やがては社会全体のシステムがうまく起動・運営できなく
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なる恐れがある。

1.2 本研究の目的

本研究では、災害時のクライシスコミュニケーションにおけるリスク評価と不安

の影響との関係を明らかにするとともに、コーパスを用いた不安計量手法を開

発することを目的とする。そのために 3月 11日東日本大震災に関する、政府発表

とミクロ・ブログのコーパスを用いて、政府と国民のリスク「放射能（放射線）」

に対する評価の相違を検討する。その際、リスクに対する評価の極性を適用し

た不安計量指標を提案し、不安の時系列変動を解釈し立場による違いを明らか

にする。

1.3 本論文の構成

本論文は５章から構成される。第 2章 では、災害時のコミュニケーション・ディバ

イドと不安との関係や、災害時における不安の概念を整理し、不安計量に必要

な不安評価指標を検討する。そして本研究で提案するコーパス言語学を用いた

不安計量手法の意義について述べる。第 3章 では、東日本大震災に、クライシス・

コミュニケーションにおいてのミクロブログの活用例を紹介する。そしてミクロ・

ブログにおけるリスク評価内容や構造について基礎分析を行う。第 4章 では、ク

ライシス・コミュニケーション・コーパスを用いて政府と国民のリスクに対する評

価内容と構造の違いを明確化する。そしてリスクに対する評価のネガティブ度極

性を適用した不安計量指標を提案し、不安の時系列変化を解釈し、不安計量を

試みる。第 5章では、これまでの分析結果について考察し、最後に、第 6章にて、

クライシス・コミュニケーションに関して分析を通じて得られた知見に基づいて、

今後の研究課題をまとめる。
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第2章 本研究の基本的な考え方

2.1 災害時のコミュニケーション・ディバイドと不安

大震災は様々な「壁」を作る．地震の発生とともに，国土は被災地と非被災地に

分かれる．被災地内においても，さらに被災した人とそうでない人に分かれる．

被災地の外側にいる人間には，被災地で何が起こっているかがわからない．被災

地の人間は，被災地の外側にいる人間が，自分たちの被災状況をどの程度知って

お り，ど の よ う な 救 援 活 動 が 開 始 さ れ た が わ か ら な い ．被 災 地 と 非 被 災 地 の 間

に，情報伝達に対して壁がある．このような壁は，日本国内と国外の間にも存在

した．ニューオーリンズの水害やハイチの地震の例でもわかるように，このよう

な壁の存在が人々の不安をかりたて，犯罪や暴動が発生したという事例は少なく

ない．しかし，東日本大震災では，被災者はやがて救援がくることを，非被災者

は被災者が救援を待っていると信じた．信頼の存在により，人々は情報の壁を乗り

越えることができた．このような助け合いのネットワークがなぜ生まれたのか？

将来，われわれには想定できないような災害が発生する可能性がある．その原

因の一つは，リスクの複雑化である．原子力発電や遺伝子工学が生み出した生

物・化学物質等への依存度が高くなるにつれ，ひとびとは新しいタイプのリスク

に直面する．さらに，少子高齢化の進展や伝統的な家族パターンの崩壊に伴って，

社会的な靭帯が薄れていく．個人や家族，あるいは地域社会もリスクをマネジメ

ントできない．われわれは，「どのようなリスクに直面しているのか」について十

分な知識を持っているとは限らない．「これから起こるかもしれないこと」と「私

達が知っていること」の間には，乗り越えがたい壁が存在している．まさに，想

定外のことが起こりえることを想定することが必要である．このような問題に

対して，われわれはどのように準備しておけばいいのか？以上の問題に答えるこ

とは難しい．本研究では，これらの問題意識をもって，クライシス・コミュニケー

ションと不安について考察する。
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2.2 不安とは

不安（Anxiety）の学術的定義はまだ明瞭ではないが、一般的には、ある状況や物

事に対してそれがどのような結果をもたらすか判断ができずその結果の良さ に

対する確認を持たない場合生じる様々な懸念・悩み・心配などといった否定的な感

情を言う。災害による不安は、様々な要因との関係の中で生じるが、本研究では、

災害リスクに関するコミュニケーションとの関係の中で不安の概念を考察するこ

とにする。

Beckら 2)は、不安は、危険情報の選択処理 (selective processing of threat)に伴うもの

であると主張する。ある情報が自分の安全や安心を脅かす又は危険にすること

を意味すると認識される時、それを危険情報として選択する認知処理に関連す

る と い う。危 険 情 報 の 認 知 処 理 に は 、選 択 的 バ イ ア ス (selective bias)が 存 在 す る 。

これは、我々の注意・解釈・記憶の中でそれが不安（anxious)な状態か、不安でない

（non-anxious）状態かの判断によって区別される特徴があると指摘する。危険情報

の選択処理は、１）一次認知 (initial registration）、２）即時準備（immediate preparation）、

３）二次加工（secondary elaboration）の３段階で成り立つという。第１に、一次認知

は、素早く無意識に自動的に反射的に情報を理解し記憶する段階として、生存に

必要不可欠なプロセスである。例えば、津波を見て「危険、逃げなきゃ」と即時に

危険だと察知することで、死を招く危険な状況に落ちることを防ぐことができ

る。第２に、即時準備は、危険の最小化と安全の最大化を図るための制御的戦略

的処置として行う本能的な反応（primal response)を指す。本能的な反応には、a）戦

いなど防衛的な行為のための準備としての自律喚起（autonomic arousal）、b）リスク

や危険を免れるための避難・回避行為としての行動の動員および抑制 (behavioral

mobilization and inhibition) c）脅威刺激に対する認知処理の狭窄または収縮、かつ、

可能性のある脅威と危険への無意識な自動思考やイメージの反復的生産に関す

る原始的思考 (primal thinking)、d)　人々の行動を動機付ける恐怖感 (a feeling of fear)、

e)危険シグナルに対する過覚醒的警戒状態 (hypervigilance for threat cues)の５つに区

別する。５つの即時準備は、危険に対する初期の意味解析 (initial semantic analysis）

に 大 き く 依 存 す る 。第 ３ に 、二 次 加 工 は 、一 次 認 知 に 比 べ よ り 精 巧 な 意 味 解 析

（elaborative semantic analysis）を行う段階である。この段階では、情報をゆっくり、一

生 懸 命 、概 略 的 に 処 理 す る 特 徴 が あ る 。そ し て 、認 知 し た 危 険 に 対 応 す る た め
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に、自分が持っている対応資源（coping resource）の可用性と有効性への評価を行う。

この二次加工が不安に大きく関係すると Rachman 3), 4)は主張する。二次加工には

１ ）心 配（worry）と２ ）安 全 シ グ ナ ル (safety signal)の ２ つ の 側 面 を 持 つ と い う。心

配は、危険だと認知した情報に対する二次加工の一つの結果物であり、不安の拡

大を促する。一方、二次加工は、危険の回避と安全シグナルを探索行為の間の相

互作用も含むという。この考え方は、危険の量は、安全な状態へ戻れるスピード

やその可能性に関する認知関数によって緩和されるという仮説に基づいている。

例えば、不安を抱いている人は、非常口の近くに座ることや友達や家族と同行

するなど、安全を維持するための行動を取る。不安を効果的に減らすために安

全シグナルを開発する際、人々の高次の概略処理など複雑な行動パターンを理解

することが重要である。そして、安心感（a sense of safety）を得る一番いい方法は、

危険に対する対処技術と自分の対処能力に対する強固な信念を持つことである

と主張する。

Windら 1)もストレスの取引モデル（Transactional Stress Model）を提案し、災害によ

る不安が、人々の災害に対する主観的評価に依存するものであると主張する。そ

の主観的評 価 を大 き く二つに 分け、当該の 災害がス トレスの多 いものか どうか

という「一次評価」 と、当該の災害を自分でコントロールできるかどうかとい

う「二次評価」によって決まると説明する。そして、災害による不安の軽減には、

人々の 対 処 行 動（coping behavior）と 社 会 的 支 援（social support）に 左 右 し 、１ ）回 避

（avoidance）、２）再評価（reappraisal）、３）宗教的信念 (religion)、４）積極的認知対処

(active cognitive coping)、５）積極的行動対処（active behavioral coping）、６）社会的支援

(social support)の６つの対処行動と社会的支援の項目に分類し不安を評価した。こ

の際、リスクそのものではなく、社会的支援への認識、すなわち、結束感、信頼、

相互扶助などのソーシャル・キャピタルへの認識の影響を検討し、災害の状況にお

いて 1つのネットワーク内の親密な社会的な関与が、ストレスの伝染 (contagion of

stress)をより簡易的なものにすることで、対処強度と精神的問題（不安）との負

の相関を減少させる結果を示した。

Slovic 5)など、多くの研究者が、リスクの認識問題の重要性を指摘し、リスク情

報の組み立て（risk information framing）がリスク回避行動に関する意思決定に及ぼ

す影響を明示した。例えば、McNeilら 7)は、実験を通じて、癌に関するリスク情報

の組み立てを異なることによって、手術と放射線療法の二つの選択肢に対する選
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択確率が異なる結果を得た。Tversky 8)も、同様の実験で、「命が救われた」と「命

が失われた」といった情報フレーミングの違いによって、意思決定の結果が大き

く異なることをしました。Gregoryら 9)も、川の水質の改善に関して「失われた水

質の修復」と「現状のレベルよりよくする」との情報フレーミングの違いによっ

てその選好結果が異なることを示した。つまり、同じリスク情報であっても、そ

の提示の仕方が異なる場合、それが論理的には対等であっても異なる評価や意思

決定をもたらす。リスクをどう捕らえるか、どう評価するか、その評価手段や基

準の選択によって、リスク認識に大きな違いが生じ、それが意思決定に大きく影

響するという。その理由について Slovic 5)は、リスクを認識する上で注目する情報

の違いを挙げる。例えば、政府や専門家は「マグニチュー 9.0」、「国際原子力事象

評価尺度 (INES)レベル７」、「死者・行方不明者 2万 8千人以上」など客観的・分析

的・具体的・合理的な言葉を用いてリスクを理解することが多い。一方、被災者

は、「食料が全くない」、「子供や家族の安否確認できていない」、「避難したいが

行く宛がない」、「ペットがいて避難できない」、「放射能から、赤ちゃんを救え」な

ど主観的・仮説的・直感的・感情的・非合理的（＝規範的）な言葉を用いてリスク

を 理 解 す る 傾 向 が 強 い 。ま た 、リ ス ク を 評 価 す る 尺 度 も 様々で あ る 。た と え ば 、

専門かは放射能汚染より室内の空気汚染の有害性（ハザード）をもっと心配する

が、一般市民はそう考えない。統計的な観点から見ると、放射能や化学物質の影

響で死ぬ人の割合は、交通事故で死ぬ人の割合より少ない。両方とも実際のリ

スク（real risks）を説明する重要なリスク情報である。しかし、リスク情報におけ

る偏向した見方、論争、顕在的対立は、リスク評価・マネジメントにおいてまん

延している。Slovic 5)は、この問題に対して、リスク認識とリスク承認の社会的価

値が重要であると主張する。その際、信頼 (trust)がリスク認識に重要な役割を果

たし、信頼はリスクを減らすことに対する責任感や活動に参加するといったもの

につながると主張する。

3月 11日の東日本大震災では、中国人留学生の帰国が多かった。なぜなのか。こ

の理由を尋ねたところ、ある中国人留学生は「その理由として二つ考えられる。

一つ目は、震度７度という地震レベルに対して、中国人は日本人よりはるかに

高く危険と感じること、二つ目は、家族が帰国を強く勧誘することに対して断

ることは難しい。我々は家族に強く属している (Stick to Family)ためである。」と答

えた。一方、あるインドネシア人留学生は、「私の実家は、西海岸沿いにある。普
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段７－８度ぐらいの地震は多い発生する地域である。建物の中のほうが安全と

考えるため、今回日本の地震についてはあまり不安は無かった。しかし、原子力

発電所の事件についてはかなり心配し、帰国を勧めた。親の情報源は、主に英語

圏の BBCや CNNニュースがインドネシア語で訳されたものだったので、日本全体

に被害があると勘違いされる場合が多かった。」このように、あるリスクに対す

る認識は人々の立場やリスクに対する経験によっては大きく異なる。

Ekberg 6)は、リスク社会における６つのパラメータを定義した。詳細は、１）集

団のリスク意識とリスクの偏在（omnipresence)、２）自然リスクから技術的リスク

への移転、現実のリスクと社会的に構築されたリスクの間の緊張関係、実際の

リスクと認識されたリスクとの間のギャップの増加、目に見えない仮想リスクが

目に見える形に変換、リスクの空間的に時間的に人口分布的に広がり国境無き

リスク化、３）競合・矛盾・対立するリスクの定義が急増することで効果的なリ

スクコミュニケーションを妨害、４）リスク問題やリスク事象に対する個人的・制

度的反応として反射性の出現、５）なぜ科学や技術が現代社会において拡散し

たか、そして、なぜ国民は、科学の内容、科学者の処置、科学を管理する機関に

対する信頼を失ってしまったのか、そのパラドックスを説明する「リスクと信頼の

逆相関 (inverse relationship)」、６）リスクを力や知識はもちろん、平等、正義、人権、

民主主義などの政治的価値に関連付ける「リスクの政治」である。

架空のリスク (imaginary risk)などを含む不安の集合意識を考慮した防災計画が

必要である。Beck 10)は、もし保険会社があるリスクに対して保険を適用してくれ

るのでばれば、そのリスクはリスク (risk)で終わるが、そうでない場合はそのリ

スクは危険な存在（threat）と認識され、不安を招くことになる。中谷 11)と福井 12)

は，人々は現実的には「ゼロリスク」の達成が困難であり漸次的なプロセスしか

なく，繰り返すことで大きなコストを要することを理解していると指摘する．ま

た，たとえゼロリスクの達成が不可能であると告げられたとしても，リスク管理

主体に対する直接的な信頼を低下させることはないとされ，いわゆる「あくま

でゼロリスクに固執する」不合理な公衆のイメージは払拭されつつあり，行政や

企業，専門家はそのメタモデルを捨象してコミュニケーションすることが必要で

あると指摘する．そして，主観的な価値を含むことがリスク評価に不可欠であ

ると指摘し，非専門家や市民のリスク評価情報の重要性を主張した．それは，市

民のリスク評価情報は，完全に主観的なものではなく，長年の経験や生活空間に
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蓄積された 知 恵や 土 着の技術 環境など を背後に 形成されて いるもの であり，ど

のように生活環境を認識しているかといった，間主観的な認識に根ざしたもので

あるからだと説明する.災害時に生じる不安材料は何か、政府や住民同士のリス

クの情報の共有のあり方を議論することが重要である。

2.3 信頼のコミュニケーション：行政の限界とソーシャル・メディ

アの役割の重要性

災害が起きると、国の安全対策情報、家族・知人の安否情報、避難情報など、様々

な情報が必要となる。これに対して政府の責任は大きい。しかし、道路や通信手

段の断絶 に より、行政 の情報共 有が用意 ではなく、また個別 対応が難 しく、瞬時

にコミュニケーションできない問題がある。行政は、あくまでも普遍主義原理に

従って、「復旧・復興活動が順調に進んでいるか」、「問題となるような隘路が存在

しないか」、について評価し、必要とあればボランタリー組織の活動を支援した

り、組織間のコーディネーションを行うことが必要となる。この国の限界を補うべ

く住民同士、又は被災者と非被災者同士のリスク情報共有が重要となる。実際

に災害が起きると，見知らぬ人同士が友達になり，力を合わせ，惜しげなく物を

分け合い，自分に求められる新しい役割を見出す．個人とグループの価値観，目

的が一時的に合致し，被災者の間に，正常な状況のもとではめったに得られない

帰属感と一体感が生まれる．ソルニット 23)は，災害後に現れるひとびとが助けあ

うような共同体を災害ユートピアと呼んだ．クライス・コミュニケーションが働く

ためには，平常時のリスク・コミュニケーションとあらゆる「壁」を乗り越えるた

めの新しいリスク・コミュニケーション・ネットワークが必要となる．

「津 波 て ん で ん こ 」と い う 言 い 伝 え が あ る 。「津 波 の 時 は 親 子 で あって も 構 う

な。一人一人がてんでばらばらになっても早く高台へ行け」という意味である。

たびたび津波に襲われた三陸の歴史から生まれた言い伝えである。東日本大震

災においても、家族や家が心配だったけど、無意識に高い方に逃げたという人が

少なくない。生き残ることが何よりも重要である。それは単に一人の問題だけ

ではなく、家族や友人または社会全体の問題である。私だけ生き残っていいとい

う気持ちがよぎるかもしれない。「てんでんこ」は、相手が必ず避難してくれて

いるという家族の信頼があることを前提に成立している。
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大震災の直後に孤立した人々やコミュニティが存在した。災害の内側にいる人々

と外側にいる人々の間に情報の壁が現れた。　宮崎県石巻市雄勝町（人口約４千

人）は津波で沿岸道路が寸断され孤立してしまった。電気，ガス，水道，電話すべ

てが通じない．人々はストーブがあるところでラジオを囲んでいた。その内一人

の名前が放送された．東京の娘が安否をたずねていた．「ここにいる」と思わず

声を上げた．「家族に私は生きていると伝えたい」（朝日新聞３月１８日１４版

３０ページ）。内側にいる人々は、「外側にいる人々が助けに来てくれる」ことを

信じた。さらに、外側の人々は、「内側にいる人々が助けを待っている」ことを信じ

た。信頼のコミュニケーションは、以上の１次的な関係にとどまらない。信頼のコ

ミュニケーションは、さらに高次のコミュニケーションによって補強されていく。す

なわち、内部にいる人々は、「外部にいる人々が『内側にいる人々が助けを待ってい

る』ということを信じている」ということを信じた。また、外部の人々は、「内部

にいる人々が『外部にいる人々が助けに来てくれる』と信じていること」を信じた

のである。このような相互関係は、さらに高次に深化し、無限に発展していく。

このような信頼関係の無限の繰り返しの構造は、ゲーム理論でいう共通知識の

構造にほかならない。内側の人々と外側の人々は、直接のコミュニケーションは遮

断されていたにもかかわらず、信頼関係を通じたコミュニケーションが成立して

いたわけである。信頼関係のコミュニケーションを通じて、ひとびとは内側と外

側 の 間 に あ る 災 害 の 壁 を 乗 り 越 え る こ と が で き た 。内 側 の 人々と 外 側 の 人々は 、

直接面識がないかもしれない。それにも関わらず、どのようにして信頼の関係を

築くことができたのだろうか？

信 頼 と は 、広 義 に は「 自 分 が 抱 い て い る 諸々の（ 他 者 あ る い は 社 会 へ の ）期 待

をあてにすること」を表す。このような信頼関係は、基本的に信頼する側（信頼

者 ）と 信 頼 さ れ る 側（ 被 信 頼 者 ）間 の ２ 者 関 係 と し て 捉 え る こ と が で き る 。両

者の信頼関係は信頼と信頼性という２つの特性に基づいて形成される。信頼性

（trustworthy）とは、相手が信頼に足る行動をとるか否かを表す被信頼者の特性で

ある。一方、信頼（trust）は相手の信頼性に対する評価を表している。山岸は、能

力に対する信頼は、相手が当該の行動を遂行する能力を有しているかに関わる

信頼（能力に対する信頼）と、相手が自分を搾取する意図を有していないという

信頼（意図に対する信頼）を区別している。信頼者と被信頼者との間の信頼形成

は、単に被信頼者が信頼性を有しているだけでは実現しない。かりに、被信頼者
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が信頼特性を身につけていたとしても、信頼者がその点を理解できなければ、両

者の間で信頼関係を形成することは難しい。被信頼者が信頼者の自分に対する

信頼を理解した上で、信頼に足る行動を選択するとともに、信頼者が被信頼者

の信頼性を理解することによって、被信頼者を信頼するという両者の期待と行動

との間で整合性が満たされる状況の下で、信頼者－被信頼者間の信頼関係が形

成される。

現代社会においては、不特定多数の人間がお互いに関わり合いを持つ中で、相

手を信頼するか否かを決定している。このような状況の下では、個人は相手が信

頼性を有しているか否かを知ることは困難である。さらに、地域住民、企業、そ

の他の組織の有する知識や情報が分散化され、その内容も著しく多様化、複雑

化、専門化している。このような状況においては、個人にとって起こり得るあら

ゆる事態を 事 前に 予 期するこ とは実質 的に不可 能であろう。社会学者ル ーマン

は、社会における可能な事態の多様度を「複雑性」と定義する。人々は、複雑な社

会の中に何らかの秩序・規則性を見出し、信頼は社会的な複雑性を縮減する働き

をすると指摘している。信頼は、個人が潜在的に未規定な事態の複雑性を抱え

つつも、社会生活を営むことを可能にするのである。信頼とは将来の不確定性

を内包しつつ、それにもかかわらず他者に対する期待をあてにする行為である。

人々は、限られた情報を手がかりとしつつも、相手を信頼にたる人間かどうかを

判断している。不確実な情報の下で、「被信頼者が信頼性を有していること」を

信頼しなければならない。同様に、被信頼者も、信頼者が自分のことを信頼する

か否かを完全に把握できないような状況において、信頼者に対して信頼に値す

る行動を選択しなければならない。したがって、信頼者と被信頼者との間で信頼

が形成されるためには、信頼者と被信頼者のそれぞれが、被信頼者を信頼する、

信頼者の信頼を引き受けることに対して、双方が互いにリスクを引き受けるこ

とにより初めて実現する。

このような相互依存関係は、信頼者と被信頼者との間で「期待の相補性」が成

立する場合にはじめて実現する。期待の相補性とは、「２人の行為者のそれぞれ

の行為が、相手の抱く期待に対して志向している」状況を表している。期待の相

補性原則が成立する場合、信頼者と被信頼者はそれぞれ相手の行為を予想した

上で、自分の行為を決定する。しかし、期待の相補性は、相手の行為に関する予

想だけでは終了せず、さらに、自分の行為に関する相手の予想に関する自分の予
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想という新たな次元の推論過程を伴うものである。この結果、期待の相補性が存

在する場合、両者の推論過程はより高次元の推論へと無限に後退し、信頼者と被

信頼者は自 分 の予 想 に対する 相手の予 想を内包 した反省的 な推論を 行う。この

ような反省的な推論がなされる場合、信頼者による信頼するという行為、ある

いは被信頼者による信頼性を担うという行為そのものによって、その行為を再帰

的に根拠付けることが可能となる。信頼者と被信頼者の信頼関係は、期待の相

補性に基づく反省的な推論過程を経て再帰的に形成される。言い換えれば、期

待の相補性原則は、信頼者にとっては「自分の信頼によって、被信頼者の信頼性を

動機付けることが出来る時のみ、相手を信頼する」という行動ルールを、被信頼

者にとっては、「自分の信頼性によって、信頼者の信頼を動機付けることが出来る

時のみ、相手に対して信頼性を示す」という行動ルールを与えるものである。

信頼者と被信頼者間の期待の相補性原則は、必ずしも明示的に確証される必

要はない。むしろ、信頼者と被信頼者がそれぞれ、他者を自分の予期に応じて反

応するものと潜在的に認識するかが重要である。このように、自分の意識の中に

取り込まれた他者の認識、すなわち、他我の意識が、他者と対峙する際に生じる

複雑性を縮減する上で不可欠となる。前述したように、社会的な複雑性が存在す

る時、個人にとって、社会は他者の行為に関する多様な可能性に常に開かれてい

る。このような社会において、一定の秩序が形成されるためには、他者が自分の

予期に応じて拘束された存在であることが認識されなければならない。期待の

相補性原則とは、個人の自由と社会の生存というコンフリクトに対して、人びと

が互いの行動を相互規制するような一定の倫理的ルールであると考えることが

できる。社会システムには複数の自由が混在し、混乱と自由の侵害の危険が生

じている場であると同時に、人々がそれを自生的に解決することによって、より

広い見方、社会的枠組みのもとで人々が自由を享受できる貴重な機会を提供する

場である。この場合、倫理的ルールはわれわれの日常生活を制限する方向に働

くのではない。むしろ、われわれは倫理的ルールを用いることにより多種多様

な自由を実現することができるのである。ルール遵守はわれわれの多様な生の

共存を可能にする。カール・ポパーは「開かれた社会とその敵」の中で外に対し

て開いているがゆえに不完全な社会として自由社会を擁護した。彼は知識と無

知の根源について考察し、「われわれの知識が人間の知識であるということを、

同時にそれらが必ずしも個人の気まぐれや恣意ではないことを認めるというこ
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とがいかに可能か」という問題提起を行った。このことは、個人の気まぐれや恣

意を許容し、そこから生じる意見の相違や論争、部分的混乱や試行錯誤を許容

しつつ同時にそうした個人の意図を超えたところに全体として最小限の秩序と

して成立する規範的枠組みが存在することができるかという問いでもある。

2.4 コーパスを用いた不安計量

2.4.1 コーパス言語学

本 研 究 で は 、コ ー パ ス 言 語 学 に 基 づ く 不 安 計 量 手 法 を 提 案 す る 。コ ー パ ス と

は集成テキスト (text collection)を表し、人々が言語をどのように使用したかを表す

大規模なサンプルを意味する。そして、コーパス言語学 (corpus linguistics)は、大規

模な集成テキストから得られた観測データを主な根拠として活用し、語や句の

用法や意味を説明しようとする言語研究のひとつの方法論である。実際に使用

さ れ た 言 語 デ ー タ を 分 析 対 象 と し て 、コ ン ピュー タ を 利 用 し た 再 現 可 能 な 計 算

手法を用いることが特徴であり、その点において、コーパス言語学は経験主義的

な観察手法であると言われる 27)。Stubbs 29)によれば、コーパス言語学は、Saussure、

Wittgenstein、Austinに よって 発 展 さ れ た 意 味 論 の 2つ の 大 原 則 す な わ ち 、１ ）意 味

は使用である (meaning is use)、２）意味は関係的である (meaning is realational)という

原 則 に 基 づ く。第 一 は 、現 実 の 文 脈 で 用 い ら れ て 初 め て 成 立 す る こ と を 意 味 す

る。第二は、その語が共起する他の語との関係性から意味を取得すると言う意

味である。すなわち、語の意味は、辞書に記載された固定的なものではなく、使

われる文脈に応じて、社会的、言語的に意味を取得し、あるいは意味が変化する

のである。これらの原則に基づいて、コーパス言語学は、言語使用のデータにお

ける語の使われ方を調べることによって、語が持つ意味やその含意を調べること

が可能であると考える。コーパスはトピック抽出 (TFIDF)、共起頻度（co-occurrence

frequency)などテキスト・マイニング技術を可能とし、土木分野においては、公的

討議のの内容分析や構造分析によく使われてきた 27)。本研究では、不安の対象と

なりうるリスクが何か、クライシス・コミュニケーションの内容分析と構造を明ら

かにするためにコーパス言語学を応用することにする。
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2.4.2 クライシス・コミュニケーション・コーパス

クライシス・コミュニケーション・コーパスには様々なものがある。専門家によっ

て作成された「新聞やテレビを通じたマス・メディア情報」や「政府による発表情

報 」、そ し て 一 般 の 人々に よって 交 わ さ れ た メ ー ル や 携 帯 電 話 な ど が そ れ に あ た

る。中でも、メールや携帯電話などを通じたTwitterなどのコーパスは場所や時間

などが明示されており、被災した現場の状況を把握する貴重なものである。そし

て、各ユーザーの文脈に沿った主観的情報源であることが特徴である。そして、

東日本大震災においてクライシス・コミュニケーションの手段としてメールや携

帯電話が大きく活用された。これらの個人レベルでのコミュニケーション手段を

ミクロ・ブログと呼ぶ。ミクロ・ブログとは、最大 200字程度の短い文章のソーシャ

ル・メデイアであり、誰でもが自由に気楽に書き込むことができる．書き込みの

内容は、ソーシャルネットワーキングサービスより手軽に「一般に」或いは「限ら

れたユーザーグループのみに」公開するものである。さらに、コンピューターを

通じたチャットの新しい形態の一つであり、ユーザーのソーシャル関係をベースに

生産される膨大な情報を厳格な仕組みの選別を行わないリアルタイム・プラット

フォームである 16) 17)。特徴としてはコンテンツの流れが速いため、討議されたり、

検証されたり、編集されることが不可能であり、他のソーシャルメディアは相互作

用をする場が設けられているが、ミクロブログの場合はミクロブログのデータ

それ自身が場になる特徴を持つ。このようなユニークな相互作用の方法をとる

ことは、それだけが持つ仕組みの選別方法を使うことになり、それによって、ユー

ザー自身が、自分に必要な情報かどうかを判断することになる。情報は情報の

空間を作るために必要になり、情報を創造し、由来し、総合・合成し、革新するラ

イフサイクルの一つの部分になると述べる。このような媒体は災害のような非

常時や様々な危機的状況において、場の状況を即時に判断するための情報源にも

なり得る 20) 22)。

　文が短い特徴を持ち、単位情報の情報量が制限されているため、、従来のテキ

ス ト・マ イ イ ニ ン グ で 使 わ れ る 手 法 を そ の ま ま 適 用 す る こ と は 困 難 で あ る 。ま

た、複数のユーザーが討議や検証できる場の不在のため、自然とそれを乱用す

る人々も現れ、嘘や未確認情報のような非合法な情報の大量生産する問題もある

19)。上記の研究から本研究ではミクロ・ブログの特徴を以下のようにまとめるこ
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とが出来るだろう。

• 文が短く、文の語彙情報の貧弱である

• 情報の流れが速い

• ユーザーのソーシャル関係に基づいた情報の伝達

• ユーザー間で相互検証をする機会の欠如

• 嘘や未確認情報の大量生産

すなわち、相互検証を得て公開される新聞やウィキペディアなどのような間主観

的ソーシャル・メディアとは異なり、個人の自由により作成され・公開される主観

的ソーシャル・メディアである。

2.4.3 コーパスに基づく不安計量

こ こ で は 、コ ー パ ス を 用 い た 不 安 計 量 の た め の 指 標 を い く つ か 紹 介 す る 。ま

ず、注目行為（Attention)を紹介する。災害時に人々はどのようなリスク情報に注目

しているかを考察することで、不安の対象となりうるリスクを確認することが

出来る。人々は限られた情報を使って複雑な推理が可能である（connectionism） 14)。

学習には「努力の水準」と「時間」という限られた制約がある。人々は常に‘何を’

‘いつ’学習するかを決めなければならない．そのために、注目行為（Attention）が

必修不可欠である．人々がある環境の中で生き残るためには、注目行為を有効に

活用する必要がある．我々の理解力に比べて，人々の周りの環境は非常に複雑で

ある．我々は同時にすべてのことに注意を払うことは不可能であり，様々な刺激の

中から「選択」という行為をすることによって、努力の水準と時間という限られ

た制約を乗り越えることができる。情報の選択を前提とした注目行為は、快楽

の追求と苦痛の回避を行うといった人間行動の合理性に基づいている。注目行為

を介して不安を理解するという考えもあるだろう。東日本大震災の際、人々はど

のようなリスクに注目していただろうか。

　本分析では、コーパスを用いた簡単な注目度分析を行った。図 2.1は震災直後 1ヶ

月間における地震、津波、原発事故に関する世界の情報発信状況を示したもの

である 28)。米国で生産された記事数が、他の国に比べ、はるかに多いことが分か

14
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る。これは人々の立場の違いによるものとして、そのリスクに対する注目度が異

なることを意味していると解釈できる。しかし、この指標を不安の度合いと考え

ることには理論的検討が必要である。一例として、図 2.1では米国の地震に関連

する記事数が日本より多く、全てのリスクに対して日本の接近国（韓国や中国）

より多い。これは日本の接近国より米国における不安が高いというような解釈

を招く恐れがあり、この結果に対する妥当性は低い。

次に、災害時におけるTwitterの情報フロー（flow）やネットワークを応用した指標を

紹介する。既往の研究の中で、Twitterを用いた情報の広がりやネットワークの影響

力を分析した研究がある。Kwakら 13)は多くリツイートされる能力を”ReTweetability”

と定義し、ネットワーク上の影響力を分析しようとした。そして以下のように定

式化した。

R

ln(T )× ln(F )
(2.1)

R: 一日平均繰り返しつぶやき回数 T: 一日平均つぶやき回数 F:フォロワーの数

このような方法は、情報の流れや広がり安さを分析する上で有効である。不安

の対象であるリスクは、情報の流れや広がりが相対的に早くて広範囲であると

考えられる。”ReTweetability”のような情報のネットワーク上の影響力を確認するこ

とによって、リスク情報に対する不安度を推測することが可能である。しかし、

リスク情報のやり取りによる因果関係が不明であることから、不安との関連性

を究明することには限界がある。

そこで本研究ではリスクに対する評価情報を用いた不安計量手法を提案する。

リスク評価情報を用いた不安計量にはどのような方法が考えられるのだろうか。

計量のためには推計できる基準が必要である。高村らはスピンモデルを用いて

単語の感情極性を判断する方法を提案した 33)。テキストの中の感情（評価意見や

態度も含む）を同定することは膨大なコーパスの極性の判断を行う際に大事で

あるという。あるものに対する評価が肯定的 (positive)か否定的 (negative)かという

極性判断を用いることで、対象の対する人々の評価極性を機械的な判断し、これ

までは不可能だった大規模データの感情極性判断の処理を可能にする。高村ら 33)

によって開発された単語感情極性対応表（図 2.2）の用いると、リスクに対する評

価の感情極性判断をすることで、不安の対象である、リスクに対する（感情）評

16



価行う際の指標として使うことが出来る。

図–2.2 単語感情極性対応表

そこで、本研究では人々の不安を抱く対象である「リスク」を選別し、高村ら 33)

によって開発された単語感情極性対応表（図 2.2）の用いて、リスクに対する推論

の極性を判断し、それらを集計することで不安計量を試みる。本研究では、クラ

イシス・コミュニケーションで観測したリスクに対する推論、すなわちリスクを表

す単語とのそれと一緒に出現した単語（以下、共起語）を用いることにする。そ

して共起語を単語感情極性対応表を用いて極性判断を行い、極性判断の結果か

らネガティブ度と判断されたものを集計する。さらに、集計したものとリスクを

表す単語の比率を求め、それを「リスクに対する評価のネガティブ度」とし、不安

の定量的計測のための指標の一つと提案する。もし、ミクロ・ブログにおいて、

リスクに対する人々の感情極性すなわち、評価のネガティブ度が大きな変化する

ことを見せることが示せるのであれば、それは災害時と平常時を決定し、それ

らを区別する指標にもなりうる。これを明示化できることは不安が広がる度合
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いやタイミングをコーパスを用いた統計的な集計で判断することが可能になる

ことを意味する。実際のデータを用いた分析方法については第４章で詳しく説

明する。
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第3章 災害時のクライシス・コミュニケーションに関

する基本分析

3.1 ミクロ・ブログを活用したクライシス・コミュニケーション

ここでは、東日本大震災におけるTwitterなどのミクロ・ブログの活用事例を説明

する。宮城県気仙沼市の危機管理課 (ツイッターのアカウント名：bosai kesennuma)

は１１日、最初の揺れがあった 14時 46分からわずか９分後の 14時 55分頃、大津波

警報をツイート（つぶやき）した。「高台へ避難」、「火災発生」、「身を守って」、「避

難所から離れないで」などとおよそ１分おきに情報発信を繰り返した (表 3.1）.

この切迫した被災地の状況は、他のツイッター利用者によってリツイート（繰り

返しつぶやき）された。さらに、インターネットを基盤とした大規模なソーシャー

ル・ネットワークを通じてリツイート、リツイート、・・・、といったコミュニケーションの

連鎖が起こり、被災地域の状況に関する情報が瞬時のうちに多くの人々に広がっ

た。ブログのような個人メディアはもちろんのこと、ＴＶや新聞のマスメディア

においても、ツイート内容が紹介されるなど、多くの人の自発的なコミュニケー

ションによって被災地の状況がリアルタイムで伝達され、多くの被災者を救うこ

とに役に立った。この日の書き込みは、３０人によって３８回リツイートされ、被

災地の実態に関する情報共有に大きく役立った。表２は、仙沼市の危機管理課の

情報を伝達した人とそのリツイート頻度をまとめたものであるが、３月１１日

から４月１０日まで、時間が経過するほどネットワークの規模がより大きく拡大

していったことがわかる。このような情報は、震災直後だけではなく震災後の復

旧過程においても有用な支援情報を与えている。「書きたいこといっぱい。ノー

トがほしい。」、「友達とバラバラになった時に、将来への不安も幕るのではない

か。」、「避難所では慣れない生活による不眠や疲労に悩まされている」、「人の絆

がある限り、街はきっと復興できると確信した。」、「仕事があれば、いきがいが生

まれ、街に活気がでる。震災後の解雇、お店破壊」、「住居の確保、先祖の墓もあ

るし、この土地に愛着があるので、集団移住の提案を受けるつもりは無い。仮設

住宅に入居できても、その先の住居が確保できるのかも心配だ。住宅再建の支
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表–3.1 宮城県気仙沼市の危機管理課の３月１１日のツイート内容

14:55:18 宮 城 県 沿 岸 に 大 津 波 警 報 高 台 に 避

難

15:02:21 大 津 波 警 報 発 令 　 高 台 へ 避 難

15:03:10 大 津 波 警 報 　 予 想 さ れ る 津 波 高 ６

m す ぐ に 高 台 へ 避 難

15:04:37 大 津 波 警 報 ６m す ぐ に 高 台 へ 避 難

15:05:25 津 波 は 八 日 町 ま で 来 て い ま す す ぐ

に 避 難

…

16:23: 18 第 ２ 波 は 大 き い と い う 情 報 が あ り

ま す。

す ぐ に 避 難 し て く だ さ い

…

17:53:22 市 内 各 所 で 火 災 発 生 中 　 す ぐ に 避

難

…

19:37:08 福島県沖で地震発生身を守ってくだ

さ い

…

22:24:30 また津波がきてます。避難所から離

れ な い で く だ さ い　

（後略）
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図–3.1 宮城県気仙沼市の危機管理課のつぶやきに対するリツイート（繰り返し

つぶやき）状況

援と情報がほしい。」、「避難所で暮らすようになって、以前より人の優しさや心

配りが心に響くようになった。」といった被災者の生声が瞬時に広がり、孤児支援、

医療支援、住宅支援など様々な被災支援策に生かされている。

警察庁と内閣府の６月末の発表によると，震災から 5,344人が行方不明で，99,236

人が避難所で生活を続けているという．道路や通信の途絶によって被災地にいる

家族，親戚，知人などとの連絡がとれなくなったため，安否確認ができず不安を

抱く人が大勢いた．不通になった交通手段や電話の代わりにツイッターは被災地

内と外を結び付ける重要なコミュニケーション手段として震災の行方不明者捜査

や安否確認においても大きく活用された．図 3.2は３月１１日から４月１０日ま
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での一ヶ月間を対象として，”安否確認”を含むツイート及びリツイートの発信状

況 を 示 し た も の で あ る ．こ の 期 間 中 に ，総 23,132件 の ツ イ ー ト と 16,910件 の リ ツ

イートがあった．”安否確認”を含むツイートは，３月１６日の時点で１，０００件

を越えている．類似語や外国語に書かれたツイート及びリツイートを含むと膨

大な数にのぼる．世界中の人々が今までになかった連鎖的・爆発的な情報の広りに

驚き，新たなコミュニケーションの視点を得たと言える．

安否確認に関するツイート・リツイート状況
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図–3.2 安否確認に関するツイートとリツイート（繰り返しつぶやき）状況

さらに、災害時のリツイート情報を用いて災害時におけるソーシャルネットワー

クの立ち上がり構造を確認することが出来る。本研究では図 3.3を用いて、ある

リーダーのリスク評価情報がフォロワーによってどのように伝達・共有されてい

るかを確認した。その結果、リーダーとフォロワーの間の情報共有のネットワー

クの変化を観察することが出来た。図 3.3（右）は、２０１２年５月６日に、茨城

地域で発生した竜巻による被害を受けた直後に成り立ったネットワークを可視化

したものである。図 3.3（右）を基に、東日本大震災後の一ヶ月間（図 3.3（左））と

茨城地域竜巻発生前の約九ヶ月間（図 3.3（中））の２視点におけるネットワークを

図式化した。その結果、平常時と災害時には異なるネットワークが成り立つこと

が分かる。また、ある災害を経験しネットワークを通じてリスク情報を共有した
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経験のある人は、似たような災害がもう一度起きると、すぐにクライシス・ネッ

トワークが再び復活する傾向が強いことが分かる。

図–3.3 災害時と通常時におけるソーシャルネットワークの変化

3.2 東日本大震災の時間軸

表 3.2は東日本大震災直後一週間の福島第一原子力発電事故に関する出来事の

一覧である。

3.3 政府機関発表とミクロ・ブログのトピック比較

震災直後、どのような内容がTwitter上で交わされていたのだろうか。その具体

的な内容を示すために、TFIDFを用いて、日別に Twitterコーパスを集計し、それ

ら の ト ピック を 抽 出 す る 。TFIDFは 、コ ー パ ス を 用 い た 話 題 抽 出 の 方 法 と し て 、

Saltonらが提案した手法である。土木計画の分野において人々の関心事を抽出す
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表–3.2 東日本大震災の地震や原発事故に関する出来事の一覧

日 時間 出来事

３月１１日 １４：４６ 震災発生

１５：４５ オイルタンクが大津波によって流出

１６：３６ 1号機冷却装置注水不能

３月１２日 ０：４９ 1号機原子炉格納容器圧力異常上昇

１４：００ 1号機核燃料の一部が溶け出た可能性

１５：３６ 1号機建屋で水素爆発。上部の壁材のみ爆砕

３月１３日 ２：４４ 3号機高圧注水系が停止

４：１５ 3号機燃料棒が露出

１２：５５ 1号機、3号機 燃料棒露出海水注入後も水位が上がらない

３月１４日 １１：０１ 3号機爆発

１３：２５ 2号機冷却機能喪失

１９：４５ 2号機燃料棒全露出

２３：３９ 2号機格納容器圧力異常上昇

３月１５日 １：１１ 2号機原子炉圧力：1.44 MPa⇒ 0.92 Mpa

３：００ 2号機格納容器圧力が設計圧力を超えた

６：１０ 2号機異音発生、圧力抑制室の圧力低下

６：１４ 3号機煙発生、4号機音がして壁の一部破損

８：２５ 2号機白煙確認

９：３８ 4号機 火災確認

１０：２２ 3号機周辺で 400 mSv/h

３月１６日 ５：４５ 4号機再出火

１０：００ 放射線量の上昇、原因は 2号機と発表

３月１７日 ９：４８ 3号機にヘリコプターで 30トン放水

１９：０５ 3号機に地上から 12トン放水
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る上で使われている 25) 26)。TFIDF法は、分析対象テキストと参照コーパスを比較

し、分析対象テキストのトピックを抽出する方法で、参照コーパスでの生起より

も高頻度で生起する単語を、分析対象テキストの中の重要度の高い語として抽

出する。ここでは、Twitterコーパスを分析対象テキストとし、TFIDF値が高い３

０個のトピックを抽出した結果を図 3.4に示す。さらに、これらのトピックを６つ

のカテゴリー（リスク、被災者、感情表現、安否確認、場所、情報源）に分けて色

づけした。上位５位までを見ると「地震」、「停電」、「原発」、「被災」、「節電」と

いったリスク対象が共通的にトピックとしてランクしていることが分かる。また、

「人」、「日本」のような被災を受けた対象や「心配」、「大丈夫」、「お願い」といっ

た感情表現はリスクと共に常に現れている。そして、原発事故の結果、大変なリ

スクとして認識されるようになった「放射能」および「放射線」は１５日、１６日

で、初めて上位３０位以内にランクされていることも読み取れる。これは立て

続けに原発事故が発生した後、Twitter上でこれらが話題になっていることを意味

する。以上から災害直後、Twitter上の人々は災害（リスク）に対して発言するとと

もに、その被害を受ける可能性がある人やすでに受けた人（自分も含め）に対し

て、安否確認および感情表現を表していると言える。されに、それらのつぶやき

は場所や情報源などを含めた内容となっている。

一方、災害直後の政府機関の発表情報はどのような内容をなっているだろうか。

図 3.5に震 災直 後、経済 産業省 がウェブホ ーム ページ を通じ て発表 した 内容を 用

いてトピック抽出した結果を示す。上位５位までのトピックは「停止」、「原子力」、

「供給」、「発電」、「ガス」、「福島」など Twitterと同じくリクスが上位を占めてい

る。さらに、１１日から１７日にかけて最上位のトピックは「停止」、「原子力」か

らあまり変化が見られなく、Twitterでは常に現れた、人（被災者）に直接関わる

ような情報はあまり見当たらない。

一方、厚生労働省の場合は（図 3.6）日によってトピックが変化しており、特に１

７日は放射能や放射線による健康への影響に関わりがあるトピックが目立つ。ま

た１１日には場所を示す単語が多く、経済産業省と比べ、場所を明示した発表が

行われたことが読み取れる。
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図–3.4 Twitterにおける日別トピック比較
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図–3.5 経済産業省の日別トピック比較

図–3.6 厚生労働省の日別トピック比較
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3.4 ミクロ・ブログを用いたリスクに関する時系列分析

震災直後、日本を始め全世界Twitterでは震災に関連するつぶやきが爆発的に増

加した。ここでは日本語のTwitterだけを対象とし、震災直後のTwitter全体のつぶ

やきの数と「放射能（放射線）」を含むつぶやきの数の日別変化を図 3.7に示す。１

１日、１２日は総つぶやきの増加に伴い「放射能（放射線）」を含むつぶやき数

が急激に増加した。１２日は福島第一原発から初めて爆発があった日である。一

方、１４日、１５日は総つぶやき数は変化が見られないが、「放射能（放射線）」

を含むつぶやき数は急激に増加したことが分かる。１５日は福島第一原発の２

号、３号、４号から立て続けに事故が発生した（図 3.2）日であり、人々はあるリス

クを認知したときにそれについてつぶやくという傾向を見せると言える。

図–3.7 「放射能（放射線）」を含むつぶやき数の時系列変動（２０１１年３月１

１日～１７日）

災害が起こると、人々は限られた情報を知識（正確な予測を行う能力）として

加工し、理性的選択の元に現在の問題を解決しようとすると Lupia 14)は言う。しか

し、情報を取得するためには注目という行為が先行され、人々の注目する能力は

常に限られている。すなわち不足は人間生活に偏在する特徴であり、このことは

人間は常に選択をする必要があることを意味する。また、苦痛と快楽を経験する
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可能性も人 間 生活 に 偏在して おり、生き残 るために は限られた 注目能力 を有効

に活用する必要がある。つまり注目する行為の目的は未来の苦痛のリスクを避

けるため、そして未来の快楽の可能性を広げるためである。問題を解決するた

め には道理 に 基づ い た選択を すること が必要で あり、これには 知識が必 要とな

る。またこの知識は情報に依存しており、情報の取得には限られた能力を有効に

使った「注目行為」が必要になる。災害時の人々のリスクに対する「注目行為」は

どのように変化したのだろうか。図 3.8は震災直後日本ユーザーにおける検索語

の検索回数を示すものである。Google TrendsはGoogleのweb検索機能において、あ

るキーワードがユーザーたちによってどれぐらい検索されたかを時系列に沿った

検索ボリュームの変動で参照できるリアルタイムサービスである。ユーザー検索

語のボリュームは、指定した期間と指定した地域において、検索回数が最多の検

索語のボリュームを１００として正規化したデータである 34)。我々は検索語とし

て「放射能」と「放射線」のみを対象とし、それぞれの値を合計し、時間軸ともに

グラフ化した（ただし、「放射線」の値は、「放射能」の最多検索ボリュームを１

００として時の正規化した値である）。検索数は１１日が最低で、１２日は増加

し、原発事故が集中的に起こった１５日に再び増加する。これは「放射能（放射

線）」を含むツイート数（図 3.7）と同じ傾向が見せている。すなわち、何かに対し

てつぶやくという行為は「注目行為」と深い相関関係を持つと言える。また、図

3.7および図 3.8とも１３日、１４日はあまり変化が見られず、１５日の連続的に

原発事故が起こるまではあまり注目されていないことが分かる。一方、図 3.9は

人々の「停電」および「節電」に対する注目度の時系列変動を見せている。これは

１３日、１４日に人々の「停電」および「節電」に対する注目が急上したことを意

味する。以上より、自分の未来の効用を高めることは、現在の限られた能力に深

く関係していることから、人々の注目は、災害時における、時々刻々変化する様々

なリスクに対する瞬時的な知識判断を測る一つの指標となると考えられる。

以上、ここでは、東日本大震災のクライシス・コミュニケーションにおけるミク

ロ・ブログの活用事例を紹介すると共に、政府発表情報とミクロ・ブログの内容

をトピックを用いて比較を行った。その結果、政府発表情報は「リスク」や震災し

た「場所」、「健康へ影響」などに焦点を絞り、限られた情報を提供していた。一

方、ミクロ・ブログの場合は「リスク」、「人」（被災者、自分）、人の「安否確認」、

不安、心配、大丈夫といった「感情表現」、「場所」、「情報源」が常に同時に現れて
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図–3.8 「放射能」と「放射線」の検索回数トレンド（Google Trends)（２０１１年３

月１１日～１７日）

図–3.9 「停電」と「節電」の検索回数トレンド（Google Trends)（２０１１年３月１

１日～１７日）
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お り、二 つ の 内 容 に は ズ レ が あ る こ と を 確 認 し た 。さ ら に 、「 放 射 能 」と い う リ

スクのみにに注目した結果、人々は災害時において限られた注目能力を有効に活

用し、事故の発生有無や発生頻度によって注目する度合いが変化することを確認

した。
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第4章 政府提供情報とミクロ・ブログコーパスを用い

た内容分析

こ こ で は 、リ ス ク に 関 す る 人々の 評 価 内 容（「 放 射 能（ 放 射 線 ）」に 対 す る 共 起

語）を用いて震災直後のリスク（「放射能（放射線）」）に対する人々の評価や心理

的変動および政府提供情報との類似度を測る。最後に、評価内容と単語感情極

性度を用いて不安計量を試みる。

4.1 分析に用いるデータ

本研究では、政府の提供情報として、日本の国家機関の中、東日本大震災に関

して報道発表があった 27個の行政機関（首相官邸、原子力安全委員会、防災情報

ページ、警察庁、金融庁、総務省、消防庁、法務省、外務省、財務省、文部科学省、

放射線モニタリング情報、文化庁、厚生労働省、農林水産省、林野庁、水産庁、経

済産業省、原子力安全・保安院、国土交通省、気象庁、海上保安庁、国土地理院、

防衛省、東京電力）のウェブホームページの国民向けの発表資料を分析に用いる。

具体的には、東日本大震災発生後約一週間（２０１１年３月１１日から３月１７

日まで）の各機関の報道発表資料のウェブページおよびそのページに添付された

資料をテキストファイル化し、震災後の政府発表内容として分析に用いる。特に

内閣府と総務省に関しては、ウェブサイト内の検索機能を使い’震災？？’の単語を

含む全ての関連資料の収集も行った。それ以外の報道発表資料を公開している政

府機関（http : //www.e− gov.go.jp/link/pressrelease.html参考）は３月１１日から３月

１７日までに発表された災害関連情報は該当するものは見当たらなかった.次に、

twitterのつぶやきデータはTwitter Japan 株式会社が東日本大震災ビックデータワー

クショップ（Project 311 32)）を通じて提供したものを用いる。Project 311は東日本大震

災発生時、ソーシャルメディアやマスメディアを通じて大量の情報が広がったことか

ら、こうした情報はいったいどのように伝えられたのか?また、本当に伝えたかっ

た情報がなぜ伝えられなかったのか? 当時をデータで振り返った時に、本当に必要

なサービスは何だったのか、次の災害に備えるために、今我々はどんな準備をすれ
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ばよいのか？といった問題意識の元で震災発生から一週間の間に実際に発生した

Twitterデータを参加者に提供する。そして、参加者はそのデータを改めて分析す

ることによって、今後起こりうる災害に備えて、どのようなことが出来るかを議

論し、サービスを開発することが可能なワークショップである。提供データの内容

は３月１１日から７日分の日本語のツイートのデータであり、データはつぶやき

の「ID」,「ユーザー ID」,「時間」,「つぶやき本文」といったフォーマットで構成されて

いる。その内容は、「46132211950436352214369610 < 2011− 03− 11 > 17 : 55 : 51@reon04724

心配ありがとうございます。余震が来ないうちに急いで入ってきました」のよう

な形式となっている。

4.2 コーパス言語学に基づく分析の手順

これらのデータを用いた分析手順について説明する。本章で提案するコーパス

分析手法は、土木分野の公的討議の談話分析手法として使われる手法 27)を応用

し、データマイニングツールを応用した災害時の政府機関発表および Twitterの

つぶやきの不安計量手法である。図 4.1は、本章で提案する手法の手順を示した

ものである。第一に、取得した政府発表情報とTwitterのつぶやきデータ（テキス

ト）から言語分析が可能となるようにの全てのテキストに言語情報を付与し（ア

ノテーション）、テキストにおける文章構造を細分化する。第二に、Saltonらによ

る手法 30) 31)を用いてテキストにおけるトピックを抽出し、政府機関およびTwitter

の中心論話（トピック）を抽出し、人々の関心の高い問題を調べる。我々はこの段階

で抽出したトピックの中で、福島第一原発事故に関係のある「放射能（放射線）」

のみに注目し、第三に、テキストデータから「放射能（放射線）」に対する共起語

（co-occur terms）および共起頻度（co-occurrence frequency）を求める。これによって、リ

スク（「放射能（放射線）」）に対する人々の意味解釈すなわち、評価を推定するこ

とが可能になる。第四に、各政府機関ごとのデータを日別に集計した共起語と

日 別 に 集 計 し た Twitterの 共 起 語 デ ー タ か ら 、共 起 デ ー タ ベ ク ト ル を 求 め る 。そ

して、コサイン距離を求めることによって共起データベクトル間の類似度を算出

し、最後に、この変数間の類似度データから多次元尺度構成方（ＭＤＳ）を用い

て 、各 政 府 機 関 あ る い は 日 別 Twitter間 の リ ス ク「 放 射 能（ 放 射 線 ）」に 対 す る 評

価の類似関係を視覚的に明示化し、政府機関間および政府機関と国民のリスク
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「放射能（放射線）」に対する評価の相違を検討する。

図–4.1 コーパス言語学に基づく政府と国民の不安計量手順

4.3 政府発表とミクロ・ブログのリスクに対する評価に関する

時系列空間配置

まず、「放射能（放射線）」に対してどのような評価が行われ、政府発表とTwitter

のつぶやきとのリスクに対する評価内容の違いを視覚的に表現するために、多

次元尺度構成法（ＭＤＳ）を用いる。多次元尺度構成法（ＭＤＳ）とは 26)、複数の

変数間の相関（類似度データ）に基づいて、2次元あるいは 3次元空間に、類似し

たものを近く、そうでないものを遠く配置する方法である。すなわち、変数間の

関係を空間上の距離によって表現する方法である。多次元尺度構成法は非計量多

次元尺度構成法に属し、政府発表と国民間のリスクに対する評価の非類似度を

用いて配置を決定する。データセット（変数）としては、日別および機関別に集計

した各政府機関発表と日別に集計した Twitterのつぶやきを用いる。ある日のあ

る政府機関 piとある日のTwitter pjのリスクに対する評価の非類似度 dsim(pi, pj)を、

２次元の空間における pi,pjの距離 dis(pi, pj)として表す。MDSは,非類似度 dsim(pi, pj)

と距離 dis(pi, pj)との間に弱単調関係が

dsim(pi, pj) ≤ dsim(pi, pl)ならば、dis(pi, pj) ≤ dis(pi, pl) (4.1)
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成立するように配置を決定する。具体的にはまず、W pk
n は各政府発表およびTwitter

のつぶやきを日別に集計したものから「放射能（放射線）」に対する共起語ベク

トルW = 1, ..., n ∈ 1, 0が出現したかしていないかを表すもの（binary index）として定

義し、これを元に共起語行列 Sを

S =


W p1

1 · · · W p1
n

...
. . .

...

W pt
1 · · · W pt

n

 (4.2)

と定義する。その上で、変数間のベクトルの類似度 sim(pi, pj）を、コサイン角度距

離を用いて定義する 26)。変数を空間上に配置する際に、非類似度が高いほど遠く

に、小さいほど近くに位値させるために、逆余弦アークコサイン角度距離を用

いて非類似度を

dsim(pi, pj) = cos−1{sim(pi, pj)} (4.3)

と定義する。さらに、MDSを用いて２次元空間上に配置した変数間の空間距離

をマトリクスD

D =


dis(p1, p1) · · · dis(p1, pt)

...
. . .

...

dis(pt, p1) · · · dis(pt, pt)

 (4.4)

を用いて定義する。MDSでは、各変数の距離 dis(gi, gj)と非類似度 dsim(pi, pj)の差の

２乗和を最小化するように２次元空間上に参加者の配置を決定する。すなわち、

これらの不適合度をあらわすストレス (stress)を用いて２乗和を最小化する座標

地を決定する（詳細については 26)参照）。

MDSを用いて、「放射能」を取り巻く政府と Twitterユーザー間の評価類似度分

析を行った結果を図 4.2、4.3に示す。図 4.2を見ると政府情報間は近く集まって配置

しており、Twitterのは日別に変化しながら、配置されている。これは政府はリス

クに評価において、一般の人々に比べ、限られた単語を用いて評価していること

を意味する。３章で、「リスクに対する評価量」（図 4.4）や「注目行為」（図 3.8）で

は変動はあまり見られなかった１３日と１４日が、評価類似度分析でも、近く配

置されている。また、原発事故が立て続けに起こり深刻な状態になった１４日と
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１５日は「評価行為」分析も離れて配置されていることが分かる。すなわち、「注

目行為」や「評価行為」は評価類似度分析に対して相関をもつということが出来

る。一方、前半の１１日、１２日、１３日、１４日は政府情報と比較的近く配置

されており、後半の１５日、１６日、１７日は遠く配置される傾向が読み取れる

が、これは地震発生直後はリスクに対して政府情報と類似する評価をするが、時

間が経つに連れ、その評価内容に差が生じる傾向を見せており、リスクに対する

評価が時間が経つに連れ、政府と国民の間に乖離が生まれていると考えること

が出来る。

図–4.2 「放射能」を取り巻く政府とTwitterユーザー間の評価類似度（ＭＤＳ分析）

さらに、政府発表情報だけを用いて、政府機関別の評価類似度分析を行った結

果を図 4.3に示す。データ量が多かった経済産業省は日が変わることによってリス
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ク に 対 す る 評 価 内 容 が 変 化 し た が 、他 の ほ と ん ど の 機 関 は 変 化 が 見 ら れ な かっ

た。これは経済産業省で「放射能（放射能）」関連の報道が多かったこともあり、時

間別変化がはっきり現れたのではないかと考えられる。一方、原発事故に関する

情報量が多かった東京電力は「放射線（放射能）」に対する評価ではあまり変化が

見られなく、内閣府や防衛省などと近く配置されている。１７日の厚生労働省は

経済産業省 や 他の 政 府機関と 対称して 離れて配 置されてお り、リスクに 対する

評価が機関と日によって異なることが分かる。

図–4.3 「放射能」を取り巻く政府機関間の評価類似度（ＭＤＳ）

具体的にどのような評価が行われたのだろうか。表 4.1は、図 4.2の、１３日、１

５日および１６日の Twitterの共起頻度の多い順に共起語、共起頻度および単語

感情極性度を並べたもの上位一部を示している。ほとんどの共記語は単語感情

極性度がネガティブであることが読み取れる（単語感情極性度の表示がない共起

語は単語感情極性表にないものである）。そして、‘人’、‘いる’、‘できる’などが
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共通的に共起している。特に１３日は‘必死’、‘努力’などが含まれており、自分

自身を含めた人々の能力への評価が行われたことが分かる。これは以下で説明す

る政府機関の共起語と異なる点である。

同じように、図 4.2は、図 4.3の３月１７日厚生労働省と３月１３日経済産業省

の共起語、共起頻度および単語感情極性度の一部を取り出したものとそれぞれ

のトピックを抽出したものを示す。３月１７日の厚生労働省の共起語は‘ 測定 ’、

‘食品’、‘衛星’、‘採取’、‘采’、‘保健’などがあり、「放射線（放射能）」に対する食

品安全に関する評価が行われた。一方、３月１３日の経済産業省の共起語は‘原

子力’、‘停止’、‘福島’、‘双葉’‘避難’、‘区域’、‘住民’、‘県内’などとなっており、

「放射線（放射能）」に対する福島原発事故とそれに伴う住民避難対策に関する

評価が行われたことが分かる。

次に、「放射能（放射線）」に対する共起語数を３時間ごとに集計したものを図

4.4に示す。単語感情極性度（図 2.2）を用いて共起語の極性度を判断し、ポジティ

ブな共起語、ネガティブな共起語、極性判断のできない共起語に分け、その中の

ネガティブな共起語数もともにグラフに示した。ここで共起語数とはあるつぶや

きに「放射能（放射線）」という単語が含まれている場合、そのつぶやきに含まれ

る「放射能（放射線）」以外の全ての単語を意味する。これはリスクに対する人々

の「評価行為」を考えることが出来る。３月１１日１４時４６分ごろ地震が発生

し 、１ ６ 時 ３ ６ 分 頃 に は １ 号 機 冷 却 装 置 の 注 水 が 不 能 に なった 。し か し 、「 放 射

能」に対する共起語数が急激に増えたのはその直後ではなく、６時間後の２１時

ごろであったことが読み取れる。分析期間の他の日では事故が発生すると約３時

間以内に共起語の数か増加する傾向があることから、地震発生直後は、地震や

津波が直面するリスクとして判断され、放射能というリスクには注目が集まら

なかったといえる。時間が経つに連れ、放射能がリスクとして認知されることに

よって放射能に対する共起語の数も増加したが（３月１１日２１時）、３時間後

の１２日００時には急激に低下した。これは他の日の同じ時間帯に比べても最

低の数である。さらに、１２日００時のネガティブな単語が占める割合は全ての

区間で唯一、３０％を超え、分析対象期間の中で最高である（全ての区間におい

てネガティブな共起語が占める割合は約３０％であり、時間による変動はあまり

見られなかった）。これは人々が放射能（リスク）に対して様々な推論を行った後、

Beck 2)らがいう二次加工の段階に入ったといえる。そして３時間後の１２日３時
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表–4.1 ３ 月 １ ３ 日 、１ ５ 日 、１ ６ 日 の Twitterの 共 起 語 、共 起 頻 度 お よ び 単 語 感

情極性度（単語感情極性度の表示がない共起語は単語感情極性表にないもので

ある）
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表–4.2 ３月１７日厚生労働省 (左）と３月１３日経済産業省（右）の共起語、共

起頻度および単語感情極性度
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は共起語数が小幅上昇し、００時から３時の間は数が減少する通常の傾向に反

す る 動 き を 見 せ て い る 。Beck 2)ら に 二 次 加 工 の 一 つ の 面 で あ る 心 配（worry）は 最

初の脅迫とその後から構造的で黙想的な考えが活性化した結果、生まれた加工

プ ロセスの で ある と 言う。１２日 ００時は 最初のリ スクに対す る一次認 識後の

黙想的な考えが活性化され、リスクに対して評価することを控えていたことを

示すと言える。

図–4.4 「放射能」に対する共起語数の時系列変動
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4.4 政府発表とミクロ・ブログ・コーパスのリスクに対する評価

のネガティブ度分析

前節で確認したように、ネガティブの割合だけでは、「放射能」に対する評価が

ネガティブだったとは言い難い。そこで本研究では「リスクに対する評価のネガ

ティブ度」を提案し、それを日別に集計することでリスクに対する共起語の感情

極 性 の 時 間 的 変 化 を 観 察 す る 。「リ ス ク に 対 す る 評 価 の ネ ガ ティブ 度 」と は 、ま

ず、クライシス・コミュニケーション・コーパスから「放射能（放射線）」の出現頻度

(T放 射 能)を抽出する。次に、単語感情極性度を用いて「放射能（放射線）」に対す

る共起語の極性を判断し、その中からネガティブな共起語の出現頻度（CN
T放 射 能

）を

抽出する。そして、それら日別に集計し、以下の比率を用い、

ratio =
CFN

(放 射 能)

TF(放 射 能)
　 (4.5)

一日中の「リスクに対する評価のネガティブ度」と定義する。これは、放射能に

ついて どれだ けネガ ティブに評 価し たかを 表す指 標であ る。図 4.5は経済 産業省

と東京電力およびTwitterの「放射能（放射線）」に対する評価のネガティブ度の時

系列変化を表したものである。

経済産業省は１４日と１６日に増加しており、これはリスクに対する評価類似

度の分析（図 4.3）で他の政府機関と離れて配置している日と重なり、日によって

リスクに対する評価のネガティブな度合いが変化することを見せる。東京電力は

経済産業省よりネガティブな評価はしていないが、１７日は特に上昇している。

また、経済産業省において、最もネガティブな評価が行われた１４日に東京電力

は最も低いネガティブ度を見せており、政府機関によって「放射能（放射線）」に対

する評価が相違を見せている。しかし、東京電力と経済産業省とも時間が経つ

に連れ、ネガティブ度が増加することが読み取れることから、政府機関発表情報

は不安が増加する傾向にあるといえる。一方、Twitterは政府機関のような大きな

変化は見られない。１３日、１４日、１５日に比較的ネガティブな評価が行われ

た。１３日、１４日は「放射能（放射線）」を含むつぶやき数が減少した日であり、

１ ５ 日 は 複 数 の 事 故 が 発 生 し 、「 放 射 能（ 放 射 線 ）」を含 む つ ぶ や き 数 が 増 加 し

た日である（図 3.7）。すなわち、国民の「放射能（放射線）」に対するネガティブな
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図–4.5 「放射能（放射線）」に対する評価のネガティブ度の時系列変化
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評価程度は事故の有無や事故の状態とあまり相関を持たない傾向を見せる。こ

れは不安は変動しないことを示しており、この結果に対しては、今後、検討が必

要である。また、リスクが明示されていない場合、例えば、主語がない場合は、

コーパス言語学で潜在している主語を抽出するう手法を応用することで本研究

で提案する不安計量に適用可能である。さらに、リスクに対する感情評価がな

い場合においては共起語の頻度が急激に増加又は減少するような変化を観察す

ることによって、不安を間接的に計量することが可能になると考えられる。
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第5章 分析の考察

災害時には様々な「壁」が出来上がる。将来、想定出来ないような災害が起こっ

た 場 合 、こ の「 壁 」に よ る コ ミュニ ケ ー ション・ディバ イ ド は 社 会 全 体 に 不 安 を も

たらし、リスク・マネジメントにおいて大きな問題となる。また、災害時にはメ

ディアや政府によって様々な情報が流れるが、人々が必要とする情報と一致してい

ない場合が多く、流れる情報と人々の必要とする情報には乖離が生じる。災害時

の不安はこのようなことが原因となると考えられる。災害時において人々がどの

ようなリスクに注目したかを表す注目度分析においては、事故の有無や事故の

深刻さによって注目するリスクが変わるとともに、注目する度合いも変わること

が分かった。リツイート情報を用いた分析からは、災害時ソーシャルネットワーク

は、通常時のネットワークに大きく影響を受けており、過去に同じような災害が

起こったときのネットワークをすぐに再利用することを確認した。リスクに対す

る評価を用いた分析では、事故が起こった直後、人々はリスクに対して評価するこ

とを控えているが、少し時間が過ぎると、リスクに対する評価が急増し、事故が

深刻な状況であるほど、この上昇は激しいことが読み取れた。また、政府発表と

ミクロ・ブログのリスクに対する評価類似度を調べる分析では、時間が経つに連

れ、ミクロ・ブログと政府発表情報の評価内容にズレが発生していくことを確認

した。最後に、「放射能（放射線）」に対する評価に注目した「リスクに対する評

価のネガティブ度」分析では、人々は事故の有無や事故の深刻さによって、リスク

を認識し、注目する度合いは変わるが、リスクに対してどれだけネガティブに評

価しているかを表す本分析では事故に対する相関はあまり見られなかった。この

ことから、潜在している不安を導くためにはこれまで紹介したコーパス言語学

に基づく様々な評価計量手法を総合的に用いることが必要であることが言える。

45



第6章 結論

本研究では、東日本大震災際のクライシス・コミュニケーションを研究対象とし、

その内容と構造を明確化すると共に、コーパスを用いた不安計量手法の開発を

試みた。その手法に基づき、様々なクライシス・コミュニケーション・コーパスから

政府と国民 のリスク に対する 評価に焦 点をしぼ り、災害時の政 府と国民 のリス

クに対する評価と、その評価と不安との関係について考察した。本研究はコー

パス言語学に基づく計算論的アプローチを採用し、情報学分野で蓄積されてい

る自然言語処理技術を活用することで災害時のミクロ・ブログや政府発表情報

を統計的に解釈することを試みた。国民の不安を計量し、国民の不安変動の要

因 を洗い出 すことは 次の災害 に備える べく、前述の 安全シグナ ルを政府 発 表 内

容にうまく取り入れることで急激な社会全体への不安の広がりを制御でき、こ

れはリスク・コミュニケーションやリスク・マネジメントにおいて重要である。

分析ではコーパスの出現頻度や共起頻度を用いて不安を計量する一つの指標

を提案したが、ミクロ・ブログ・コーパスの分析することに当たっては、この指標

は不安を表しているとは今後も検討が必要である。そこで、本研究の今後の課

題としていくつかの問題点をここに示す。第一に、本研究で用いた高村らの単語

感情極性対応表は、現実上、全ての単語を包括していないことから、造語、省略

語、固有名詞、方言などが多く含まれるミクロ・ブログの評価語の極性を判断す

ることには限界が生じる。さらに、この対応表は災害時を想定した構造にはなっ

ていないことから災害時を考慮した適切な判断基準を用いることが望まれる。

第二に、災害時における不安を計量するためにはクライシス・コミュニケーショ

ンの内容を分析対象とするだけでなく、ミクロ・ブログから取得できるユーザー

の位置情報、ユーザー間ネットワーク構造、情報伝達の流れなど分析対象範囲を

広げる必要がある。これによって災害時における既存のソーシャルネットワークを

活用することができる。例えば、既存のネットワークでハーブ（ネットワークの中

心）となるキーパーソンを選別し、そのネットワーク構造を明らかにすることは

次のリスクコミュニケーションにおいて重要である。さらに、政府と国民間のリ

スク情報の共有において、ネットワークが十分に形成されているかを確認するこ
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とができ、十分でない場合においてはそれを補強する試みが必要になる。最後

に、本分析は「リスクに対する評価のネガティブ度」を用いて不安計量を試みた

が、この手法は統計的な検討が十分になされていないことから、今後、不安の原

因を明らかにし、計量を行うためにはベイジアンネットワークなどを用いた統計

的な手法に発展させていく必要があると考えられる。
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　Summary

　　　　　　　

Anxiety Measure and Risk Communication
in Disasters

Abstract: The aim of this study is to develop a methodology to evaluate public anxiety which

created by the event of disaster and to clarify the crisis communication between government and

citizen. Preparing for catastrophe that may happen in the future is an important issue in risk

management. In the Great East Japan Earthquake micro-blogging has been widely used as one

means of sharing information about disaster. First, we discuss the communication divided problem

using corpus, as well as redefine the concept of anxiety associated with risk. And we will try to

weighing anxiety by determining the polarity of the evaluation of the risks as well as to clarify

contents and structure of the crisis communications, by using corpus of government announcement

and micro-blogging during the Great East Japan Earthquake. This method, there is a point to

ensure long and objectivity can be reproduced by applying based on corpus linguistics, natural

language processing, text mining techniques.

In the disaster, people share various information who have been placed in various situation such

as disaster area, non-disaster area, government and also business sector. In recent years, social

network media using mobile communication technologies have been advanced and these are now

makes it possible to communicate easily with anyone, anywhere, anytime. In other words, it became

possible to communicate to the world as well as within the region without any barrier. This kind

of means to exchange information, such as mobile phones and the internet had played a major role

in the Great East Japan Earthquake of March 11, 2011, as aspects of crisis communication. The

people who are in the disaster area are updating on the internet about their situation, and people

who are not in the disaster transmitted, and this kind of process is repeated, finally, the network

between the inside and outside of the disaster area had been made. We call this communication

’crisis communication’ which takes place in the aftermath of disasters. However, it is hard to say

that the proper communication had being carried out, since the information contain contents such

as unconfirmed facts, lying or hoaxes. It is dangerous that many people experience extreme anxiety,



even if the information is determined unreliable, and it could make the entire system of society

cannot be operated well. The aim of this study is to develop a methodology to evaluate public

anxiety which created by the event of disaster and to clarify the crisis communication between

government and citizen by using corpus of government announcement and micro-blogging during

the Great East Japan Earthquake based on corpus linguistics. In this study, the concept of anxiety

in the emergency situation is as follow; when we face unknown risks such as earthquake, we tend to

use the information that has been completed already with the framing which we hold, and then we

make the selection process of hazard information. A result of structural and thoughts meditation is

activated from the first and subsequent intimidation, anxiety has been caused. In order to evaluate

this anxiety, this study was aim to develop anxiety measuring method using crisis communication

corpus. Here is procedure of this research. First, obtaining linguistic information of corpus data and

extracting the topic by using TFIDF (Topic Frequency Inverse Document Frequency). Next, finding

the frequency of co-occurrence of words and topics related to risk, to create a word ’co-occurrence

vector’ for the topic. With this vector, clarifying the structure of crisis communication (MDS:

multi-dimensional scaling). Finally, analyzing the time series change of negativity of evaluation

about the risks. In this study, negativity of risk evaluation was proposed. This is available to

be used as one of indicators to measuring anxiety of people who are facing risks. Negativity of

evaluation about the risks (negativity of risk evaluation) is defined as the ratio of term-frequency

of the word which imply risk (radiation) and co-occurrence word frequency of the word (radiation)

(we only focused on radiation as a risk in this study). This indicator means how much ’radiation

(risk)’ was evaluated as negative way by people and government. The results showed that negativity

of government was getting higher as time passed, while the citizen’s negativity was not showing

significant change. At last, for improving the accuracy of measuring methods, the consideration

such as subdividing the corpus or grouping the players will be need.


